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今月のグラフ（2018年 11月） 
中国の経済成長率はどこまで下げられるか 

 

研究主幹 鈴木 明彦 
 

中国の 7～9月期の実質経済成長率は前年比＋6.5％と 2期連続で低下した。2017 年にかけてやや成長率が高ま

っていたが、その後は減速基調に戻ってきた。リーマンショック後は、世界の工場として成長することが難しく

なっているが、今後は、米中貿易戦争の影響も懸念されている。中国の成長率はどこまで下がるのか。 

中国の成長率は低下基調を続けているものの安定している。15 年 4～6 月期以降は前の期の成長率と同じか、

変わっても 0.1％ポイントである。7～9月期は 0.2％ポイントの低下となったが、これは 15年 1～3月期以来 3年

半ぶりのことだ。あまりに安定しているため中国のＧＤＰ統計に対する信頼度を低下させる一因にもなっている

が、計画経済の国のＧＤＰ統計を日本と同じ感覚でとらえることには無理があろう。 

中国の経済成長率は、前の期に比べて「上がっている」か、「下がっている」か、「変わらない」か、という方向

が重要だ。図表 1 は、経済成長率と李克強指数の伸び率を比較したものだ。李克強指数は、李首相がかつて注目

していたと言われる三つの統計、電力消費量、鉄道貨物輸送量、銀行貸出残高から算出している。李克強指数の

方が大きく変動するので、単純比較はできないが、上がり下がりの方向性は連動している。ここ数年は経済成長

率の振れ幅が小さくなっているので、連動していないように見えるが、方向は連動が続いている。李克強指数に

示された経済活動の減速が経済成長率に反映されている。 

ではどこまで下がるのか。実は、中国政府には経済成長率を大きく下げられない事情がある。胡錦濤前主席が、

2020 年のＧＤＰを 10 年の 2 倍にするという約束をしているからだ。10 年間で 2 倍だから平均 7％で成長すれば

実現できるのだが、10 年のＧＤＰの 10分の 1ずつ毎年増やしていっても 10年後には 2倍になる。胡錦濤前主席

が考えていたのは後者ではないか。リーマンショック後の 4 兆元の経済対策は一時的に成長率を押し上げたもの

の、過剰供給力という負の遺産をもたらした。中国政府は、経済成長率を徐々に低下させることを標準シナリオ

と考えていたはずだ。 

図表 2は、これをグラフでまとめてみた。棒グラフは実質ＧＤＰであり、薄く描いた部分は、10年のＧＤＰの

10 分の 1 ずつを毎年積み上げたものだ。11 年以降の青い破線はその場合に計算できる経済成長率だが、2020 年

のＧＤＰは 10年前の 2倍になっているので、成長率は半減する。 

実際、11年以降の成長率は低下を続けた（赤い折れ線グラフ）。が、想定よりも速いペースでの低下となった。

16 年までの実績で判断すると、2020 年まで平均 6.5％成長を続けることが、ＧＤＰ倍増の条件となってきた。こ

うして、中国政府にとって 6.5％の成長率目標は譲れない一線となったわけだ。幸い、17年は 6.9％成長となり、

18 年は 6.6％程度で着地しそうだ。少し貯金ができたので、例えば 19年 6.3％、20 年 6.0％を達成すれば約束は

守れる。言い換えれば、中国政府が容認する低下余地はここまでということになる。 
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図表２ 胡錦濤前主席の約束を守るために必要な成長率は？

実質GDP金額（左目盛） 実質GDP成長率(右目盛）

（前年比、％）

（出所）CEIC

（78年価格、1兆元）

その場合、試算できる経

済成長率は10年で半減

実際の成長率（実線）と約束達成のた

めに今後必要な成長率（点線）

2011年～20年まで、10年のＧＤＰの1/10ずつ増やしていくと想定したＧＤＰの規模
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図表１ 経済成長率と李克強指数

実質GDP成長率 李克強指数

（注）李克強指数は電力消費量、鉄道貨物輸送量、銀行貸出残高のそれぞれの前年同期比増減率を単純平均したもの

（出所）CEIC


